様式第１号（第４条第１項関係）
事業実施計画書
〔産業成長事業〈小規模事業者挑戦ステージ〉〕
１　実施主体の概要

	企業名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種
	

	資本金・出資金（千円）
	

	従業員数（代表者を除く）
	人
	（正規
	人
	非正規
	人
	）


２　計画の概要
	（１）計画名
	

	（２）計画期間
	計画認定日から　年間※最長２年間


３　既存事業の概要
	（１）自社の事業概要

	
	

	（２）自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向

	
	

	（３）自社の経営状況　※直近３～５年間の売上・利益の推移など

	
	


４　経営課題（新たな取組が必要となる理由、背景）
	（１）自社の強み

	
	

	（２）自社の弱み

	
	

	（３）克服すべき課題

	
	


５　新たな取組の内容
	（１）内容（経営課題への対応を含む）

	
	

	（２）想定する市場及びターゲット

	
	

	（３）競合他社との関係性及び対応

	
	

	（４）新たな取組の売上高目標（簡単な積算根拠についても記載すること）

	
	

	（５）事業実施体制（人員体制・資金・雇用・協力者との連携など）

	
	

	（６）事業の波及効果（自社・地域等）

	
	

	（７）今後の展望

	
	

	（８）その他計画を行う上での課題及び対策等

	
	※過去３年以内に鳥取県版経営革新計画又は産業成長事業の認定を受け取組んだ場合は、取組の検証結果も御記入下さい。


６　経営の向上の程度を示す指標
	
	現状（千円）
	計画終了日の属する
期末の目標数値（千円）
	伸び率（％）

	①　売上高
	
	
	

	②　付加価値額
	
	
	

	③　経常利益
	
	
	


７　経営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)

	①　売上高
	
	
	
	

	②　売上原価
	
	
	
	

	③　売上総利益（①－②）
	
	
	
	

	④　販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	⑤　営業利益（③－④）
	
	
	
	

	⑥　営業外費用
	
	
	
	

	⑦　経常利益（⑤－⑥）
	
	
	
	

	⑧　人件費
	
	
	
	

	⑨　減価償却費
	
	
	
	

	⓾　付加価値額（⑤＋⑧＋⑨）
	
	
	
	

	⑪　従業員数
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	


８　新たな取組の実施項目、期間、資金計画　　※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
	 主な実施項目
	所要経費

（千円）
	１ 年 目
	２ 年 目

	
	
	前期
	後期
	前期
	後期

	（FS調査、新商品（役務）開発、人材育成、販路開拓関係）

　・

　・


	
	
	
	
	

	（設備投資関係）

　・

　・


	
	
	
	
	

	（その他）

　・
	
	
	
	
	

	所要経費計
	
	→資金調達：自己資金（　　　千円）、補助金（　　　千円）、借入金（　　　千円）、その他（　　　千円）を予定


〔添付書類〕
（１）企業概要（パンフレット等でも可）
（２）定款

（３）直近１期の決算書
（４）購入又は借用する機械器具や設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の製品概要
（カタログ、パンフレット等で可）
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